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 Ｑ1 において 

「原則的な考え方により、支払又は回収が行われると見込まれる気に対応した改正後の税率によ

り計算する。平成 24 年 4月 1日から平成 27 年 3月 31 日までの間に開始する事業年度において

は基準法人税額に 10％の税率を乗じた復興特別法人税額が上乗せされることとされているが、

この機関に支払又は回収が行われると見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債については、復

興特別法人税額を含む法定実効税率で計算することとなる」 

とされていますが、 

そもそも四半期決算における 

「監査委員会報告第 66 号」５．(1)③④の合理的な見積可能期間（おおむね 5年）内の課税所得

は、残りの第 4四半期会計期間の 3か月を 1年として考えるのでしょうか？ 

四半期決算の課税所得の計算で現実の納税額が決まる訳でない（会計処理のために税額計算する）

ため、スケジュールの考え方がわかりません。 

第 4四半期会計期間の 3か月をスケジューリングするのであれば、年度末までに減算になる一時

差異は 40.69％での計上になると思うのですがいかがでしょうか？ 

 


